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気象庁における情報通信

平成１９年１２月２１日

気象庁

重要通信の高度化のあり方に関する研究会

資料 ３－５
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気象庁（気象台）
気象情報の発表

各種防災活動

海上警報
飛行場警報

台風情報
大雨等の気象情報

地震・津波・火山情報
その他の気象情報

指定行政機関

市
町
村

住
民

船舶

国土交通省機関

関係団体

航空機国土交通省（航空局）

都道府県

海上保安庁

指定公共機関

警察庁（県警）

民間気象事業者

Ｎ Ｈ Ｋ

報 道 機 関

事業者

ＮＴＴ

気象業務
支援センター

地震予知情報

注意報
天気予報

アメダス等観測データ

内閣総理大臣

気 象 情 報 の 伝 達

気象、高潮、波浪、
火山現象、津波、

洪水警報

緊急地震速報
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国内基盤通信網
（別プロバイダによる二重構成の広域LAN）

アデス
（西日本システム）

大阪管区気象台

気象資料総合処理システム
COSMＥTS

（東京都清瀬市）

アデス

（東日本システム）

スーパー

コンピュータ

西日本端末官署
（大阪・福岡・沖縄管内）

東日本端末官署
（本庁及び

東京・仙台・札幌管内）

通常運用時通常運用時 西日本システム障害時 東日本システム障害時

都道府県

本省庁等

外国気象機関

観
測
デ
ー
タ
等

(

地
上
・
高
層
・
レ
ー
ダ
ー
・

震
度
・
潮
位
等)

予
報
・
警
報
等

予
報
・
警
報
作
業

(

サ
ー
バ
・
ク
ラ
イ
ア
ン
ト)

予
報
・
警
報
等

震
度
・
雨
量
等

(

都
道
府
県
観
測
分)

予
報
・
警
報
等

予
報
・
警
報
作
業

(

サ
ー
バ
・
ク
ラ
イ
ア
ン
ト)

予報・警報等

観測データ等
(震度、潮位、雨量等)

国際交換観測データ等

気象観測データ

気象予測データ等

高層気象観測

地上気象観測

気象レーダー

計測震度計

潮位観測

高層気象観測

地上気象観測

気象レーダー

計測震度計

潮位観測

アメダス観測 アメダス
センターシステム

アメダス観測

アメダス観測

観
測
デ
ー
タ
等

(
地
上
・
高
層
・
レ
ー
ダ
ー
・

震
度
・
潮
位
等)

地震活動等
総合監視システム

地震計

震度計

波形、震度データ等

津波警報等雨量・気温等

都道府県

震
度
・
雨
量
等

(

都
道
府
県
観
測
分)

予
報
・
警
報
等

気象衛星
センター

雲画像等
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アメダスにおける情報の伝達
アメダス観測所：約1300箇所

冗長化
（パケット網）

通信回線は災害時優先電話



5

基地局システム

レーダー局システム

気象レーダー装置

専用線

データ伝送／制御監視

気象レーダー観測処理システム

.

Kushiro

Sapporo

Hakodate

Niigata

Shizuoka

Nagano

Fukui
Matsue

Nagoya

Sendai

Tokyo
Osaka

Murotomisaki

Akita
Hiroshima

Fukuoka

Naze
Tanegashima

Okinawa
Ishigakijima

気象レーダー装置

レーダー局システム

センターシステム

【 本庁 】

【 レーダーサイト】

国内基盤通信網

気象情報伝送処理システム
（アデス）

都道府県

センターシステム（本庁）
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処理・通信システム

○地震活動・津波の監視
○津波警報等，地震情報等の作成・発表

気象衛星通信所

運輸多目的衛星
（ひまわり6号）

気象庁観測施設

震度観測施設

約600箇所

地震観測施設

約200箇所

約70箇所

検潮所等

潮位観測施設

自治体・防災科学技術研究所等

震度観測施設

約3600箇所

約30箇所

験潮所等

潮位観測施設

海上保安庁等

大学等
関係機関

気

象

官

署

報
道
機
関
・
都
道
府
県

警
察
・
海
上
保
安
庁
・
Ｎ
Ｔ
Ｔ

市
町
村

市
民
・
船
舶
等

震度情報

震度情報

地震波形

津波波高(潮位)

震度情報 津波波高
(潮位)

地震波形・
地殻データ

震度6弱以上（東京都23区内震度5強以上）：官邸緊急参集チーム会議開催
震度4以上：内閣府DIS地震早期被害推計開始
震度4～5弱以上：
防衛省，海上保安庁，警察庁等の航空機による被害状況の調査の開始
震度3以上：テレビ，ラジオによる速報

情報の伝達

データの伝達

凡例

観測点数は平成１９年１０月１日現在

津波警報等

震度情報

地震・津波情報

観測データの収集及び地震情報等の伝達

衛星回線

公衆回線／ISDN

FR等

国内基盤通信網／FR等

FR等

災害時優先

帯域確保

帯域確保

＊自治体－気象官署間は専用回線
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海上保安庁

危機管理
センター

内閣府

防衛省

警察庁
消防庁

ＮＨＫ等
放送機関

震度６弱以上
（東京都23区内震度５強以上）

震度４以上

震度５弱以上

震度５弱以上

震度４以上

震度３以上

緊急参集チ
ーム参集

地震被害推計

被害状況
の調査

ラジオ、テレビによる
速報

震度速報

津波注意報・津波警報*1

震源に関する情報*2

津波情報

震源・震度に関する情報

各地の震度に関する情報

津波情報

（震度３以上）

（震度３以上）

（震度１以上）

約２分後

約３分後

約５分後

地震
（数秒～
数十秒後)

緊急地震速報
（平成18年8月1日より先行提供、

平成19年10月１日一般提供開始）

＊2 津波なしの場合に発表
＊1 緊急地震速報の技術を活用し津波予報の迅速化可能時には、最速２分で発表。

地震発生直後の地震・津波情報の発表
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・緊急地震速報は地震による強い揺れを事前に知らせる新しい情報。平成19年10月1日から一般提供を開始

・平成19年12月1日、気象業務法の一部改正により予報・警報として位置づけ

S波 P波

揺れてる!!

緊急地震速報

(強い揺れ)

気象庁

緊急地震速報の入手例

緊急地震速報の利活用例

緊急地震速報
強い揺れの地域・・・

家庭における
安全確保 エレベータや電車の自動制御

１０月１日１０月１日
一般提供開始一般提供開始

緊急停止
システム始動！

・大きな揺れが来る前に、施設の制御や危険回避
行動をとることが可能。

↓
・地震被害の大幅な軽減効果が期待される。

効果

テレビやラジオ、防災行政無線、携帯電話など

個別地点の予測震度、到達予想時刻

民間の事業者が提供する専用端末、
システムなど

最大震度が５弱以上と推定された
場合に強い揺れ（震度４以上）が推
定される地域

・緊急地震速報が適切に利活用されるためには、
利用者への周知が必要。

・このため政府一体となって周知広報に努めてきた。

周知・広報

緊急地震速報のしくみ

P波S波

地震計

(弱い揺れ)

気象庁

データ

震源の位置、規模
(マグニチュード)、
震度を瞬時に予測

強い揺れが来る前に
緊急地震速報発表

テレビ放送のイメージ

宮城沖で地震

強い揺れに警戒 宮城 福島

緊急地震速報

１２月１日１２月１日
予報・警報へ予報・警報へ

地震発生地震発生

（資料映像）首都圏の雇用状況は・・・・

震源に近い地震計が
揺れ（P波）を感知

緊急地震速報緊急地震速報
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緊急地震速報のためのデータ伝送ルート

データ

●気象庁

▲独立行政法人防災科学技術研究所

緊急地震速報の計算に
使用する観測点

国

民

国
の
機
関
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
等

配
信
事
業
者
等

気象庁

気
象
業
務
支
援
セ
ン
タ
ー

専用回線

専用回線

IP-VPN

FR

専用回線

IP-VPN
インター
ネット

放送、
J-ALERT

ケーブル
ＴＶ等

迅速な伝達が必要
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平成15年度整備

平成16年度整備

平成17年度整備

海底地震計（平成17～20年度計画）

多機能型地震計等の整備
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地震震度観測施設配置図
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自治体等
関係機関

火山噴火予知連絡会

噴火警報等の発表

２４時間監視体制噴火警報等の作成

24時間火山監視
火山活動の総合的診断

火山活動の総合的診断

データ解析

震動・空振・GPS・遠望

観測データ等の詳細解析

機動観測班

臨機応変な現地
観測体制の強化

平常時でも定期
的に現地観測を
実施

観測データは

リアルタイムで

センターへ

活動状況の変化に応じ
要員を現地に派遣・駐在

火山監視・情報センター
（札幌、仙台、東京、福岡）

傾斜計地震計

監視カメラ ＧＰＳ空振計

火山の専門家集団

・日常的には
総合的な活動診断結果に
基づく火山活動状況のわかり易い解説

・非常時は
防災対応に関する助言

テレビ会議システム等の活用

・観測データ、解析結果、研究
成果等火山活動の総合的診
断に必要な資料の共有

地方気象台等

迅速な発表

定期・随時に

現地観測

（電磁気観測や

地熱観測等）

火山の監視（火山監視・情報センター）



13凡 例 航空路火山灰情報 空域気象情報

国内の火山情報

外国の
火山情報

航空機からの
火山情報

気象衛星センター

衛星による監視

外国の航空路火山灰
情 報 セ ン タ ー

担 当 域 内 の
各国の気象監視局 航空気象官署

・衛星画像の監視・解析
・火山灰の拡散予測
・情報の作成・発表

航空路火山灰情報センター
（東京ＶＡＡＣ）

航 空 関 係 機 関

航空路火山灰情報の提供の流れ


